部局長とＰＴの議論資料(20.4.25)
【事務事業、出資法人、公の施設】

	項目名
	関西国際空港ゲートウェイ機能強化促進事業

	部局の考え方


	１．実施経緯、仕組み

平成16年12月の財務・国土交通両大臣合意に基づき、平成17年度より「関西国際空港全体構想促進協議会」の枠組みを通じ、関西の全府県政令市と経済界が費用を分担し、関空の就航促進、利用促進に取組んできたものであり、本府が同協議会の事務局として中心的な役割を果たしている。
２．事業の必要性
2007年度の発着回数は、約12万9000回となり、大臣合意の需要    目標をクリア。国、地元あげての関空の需要拡大への取組成果が見え始めたところであり、エアポートプロモーションと連動した取組が、継続的に必要

○オール関西で関空を支援する枠組みは画期的な仕組み

本府が広域的リーダーシップを発揮したことで、０７年の供用が実現費用負担も地域の府県政令市で負担する合理的スキーム

（本府が撤退した途端、関空への地元支援の枠組みは崩壊。再構築困難）

○他空港の利用促進事業の本格化

中部空港が就航奨励金制度を創設するなど空港間競争が激化
○関空の国際競争力強化の必要性

今後、国に関空の競争力が高まるよう長期債務の抜本的対策を求める


３．取組成果

これまで３年間の取組みを通じて、就航ネットワークの拡大、物流機能の強化、アクセス利便性の向上などで成果が現れており、エアラインをはじめ、内外の航空関係者から本事業について継続した取組みを求める声が強い。
主な成果例
○就航ネットワークの拡大

・就航奨励一時金制度により、13路線・64便／週の新規路線の誘致に成功

発着回数は年間で＋6600回／年、供給座席数も＋150万席／年の増（平年度化ﾍﾞｰｽ）
○物流機能の強化

・国際物流戦略チームのモデル事業の支援等により、関空の有用性が実証。

国際定期貨物便：５年間で56％増加（⑯128便／週⇒⑳200便／週）

国際貨物施設面積：４年間で33％増加（⑯16.0万㎡⇒⑲21.2万㎡）

全日空：全貨物便を中部から関空へ移管
○アクセス利便性の向上　～事業者と連携した企画割引きっぷの造成等
・「近鉄電車＋ﾘﾑｼﾞﾝﾊﾞｽ」三重県や奈良県の要請に応えて発売
発売枚数：⑰4400枚、⑱8300枚、⑲13000枚
・「大阪出張きっぷ」：⑲期間限定で促進協が支援、⑳事業者単独で通年販売実施
４．今後の展開予定・方向性
■「アジアのゲートウェイ」、「国際貨物ハブ空港」という
関空の将来像の実現
～就航ネットワークの拡大、アクセス利便性の向上に重点を置きつつ、
物流機能強化、完全24時間化を支援
（関空の機能強化を通じ、関西経済を活性化）
■トップセールスとの連動性を強化し、支援メニューを再構築
■①関空会社の有利子負債について、国による抜本的軽減策が講じられ経営基盤が安定すること
②羽田空港の国際化を踏まえ、首都圏空港との競争力が確保されること

の２点が達成されるまでを目途に実施




・就航便誘致に打撃


・関空会社の経営収支悪化


・２期事業の停滞





部局名�
にぎわい創造部�
�
担当課名�
空港推進課�
�
担当者名


内線�
吉田


２３８４�
�






※ 残された関空２期事業を推進していく上でも、本事業は必要








大阪・関西経済の発展、アジアを中心とする国際交流を促進し、引き続き関空２期事業を推進していくためには、21年度以降も本事業の継続実施が不可欠








廃止した場合











